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2007年10月9日

北海道知事　　高　橋　はるみ　様

自治労北海道本部

執行委員長　三　浦　正　道

2008年度道政への「要求と提言」について

日頃より、地方自治の確立と道民の福祉向上に努力されている貴職に対し敬意を表します。

さて、自治労は道内自治体や公共サービス部門などで働く労働者が結集している労働組合で、地域住民の健康と福祉及び安全を確保するために日常的に活動を行っております。

　つきましては、道民福祉の向上と道政の発展をはかるため、別紙のとおり2008年度道政への｢要求と提言｣を提出致しますので、10月26日までに文書により回答くださいますようお願いいたします。

（担当：道本部政治政策局自治体政策部　℡　747-3211）
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北海道教育委員会

教育長　　吉　田　洋　一　　様

自治労北海道本部

執行委員長　三　浦　正　道

2008年度北海道教育庁への「要求と提言」について

日頃より、地方教育行政の向上に努力されている貴職に対し敬意を表します。

さて、自治労は道内自治体や公共サービス部門などで働く労働者が結集している労働組合で、地域住民の健康と福祉及び安全を確保するために日常的に活動を行っております。

　つきましては、教育行政の向上をはかるため、別紙のとおり2008年度北海道教育庁への「要求と提言」を提出いたしますので、10月26日までに文書により回答くださいますようお願いいたします。

（担当：道本部政治政策局自治体政策部　℡　747-3211）
2008年度道政への「要求と提言」

Ⅰ　重点課題について

１．自治体病院の広域化・連携構想について
　　道は道内の自治体病院を30の区域に分けた自治体病院の広域化・連携構想の素案を示した。この構想は、赤字経営に苦しむ自治体病院を区域ごとに再編して医師や設備を集約し、それ以外の自治体病院は診療所などに再編するとしている。

しかし、再編された場合、通院に要する経費の負担や医療機関の規模縮小による住民の不安が増大する懸念ともなっている。
また、地域から医療機関などが撤退となれば、人口の流失にも拍車がかかることになる。
この構想は、年内には正式な構想としてまとめられ、「道から市町村、住民への提案」として強制力はないとしているが、道の一方的な構想とならないよう十分な道民・市町村・関係団体との合意に基づいて進めること。
２．支庁制度改革について
　　支庁制度改革は、新しい支庁の名称を「総合振興局」とし、支庁所在地が変更となる地域には地域住民に身近な行政サービスを行う「振興局」を配置するなど、当初予定の「支庁制度改革」とは大きく変質してきている。2002年11月の「支庁制度改革に関する方針」の策定以来、約5年にも及ぶ議論を行ってきたが、支庁所在地が変更となる地域からは、未だに「支庁制度改革」に対しては異論が出されている。
　　道内市町村は、厳しい財政状況の中で地域格差などの影響により厳しい行財政運営が強いられている。「支庁制度改革」は基礎自治体である市町村の基盤強化をはかる視点で再検討すること。
Ⅱ　個別課題について

１　 憲法と平和・生命を守る要求　

　（1）米軍支援のためとしか思えない自衛隊派兵とテロ特措法の延長をやめ、医療物資や生活支援等における分野での積極的貢献の施策を国に求めること。

(2) 道が築いてきた中国東北部、ロシア極東、カナダ、米国等との自治体外交の成果・役割は大きく、さらに継続・発展すべきである。一方北東アジアでは、５年前に一気に高まった日朝国交正常化や日本人拉致問題解決への期待は後退し、日朝関係は膠着状態が続いている。北東アジアの平和の確立に向けた取り組みの強化と外交努力を政府に求めるとともに、道として、韓国・朝鮮民主主義人民共和国との交流促進を検討し具体化すること。

(3) 道の各種行事等において、「日の丸」掲揚、「君が代」斉唱を強制し処分しないこと。

(4) 文部科学省によると、高等学校歴史教科書検定の結果、沖縄戦における軍命により強要された住民の「集団死・集団自決」について「日本軍による自決命令や強要があった」という記述に対し修正を求める意見がついたこと事が明らかになった。この検定結果は沖縄戦の実相を歪めるものであり、戦争の本質を覆い隠すものである。正しい歴史観・憲法観・基本的人権の啓蒙・宣伝に努めるとともに修正された誤った歴史教科書は採用しないこと。また採用しないよう関係機関に助言を強めること。

(5) 知事の「全道戦没者遺族大会」への出席は、政教分離の観点から違憲であり、知事感謝状贈呈は、道主催の戦没者追悼式で行うべきで、出席しないこと。

(6) 人類共通の願いである核兵器廃絶や軍縮が一層求められているが、核保有国は拡大傾向にあり、インド・パキスタン・イスラエルに加え、北朝鮮・イランにおける核開発が進められるなど、核の脅威は増す一方にある。さらに道内では、日米合同軍事演習が相も変わらず毎年行われているのが現状である。北海道の平和を守り育て道民生活の安全を守る立場から、次の取り組み行うこと。

①　道として「非核・平和条例」を制定すること。また、制定についての検討状況を明らかにすること。

②　沖縄米軍の矢臼別演習場での実弾砲撃演習が９月に実施された。地元が自粛を要請する夜間訓練も８日間連続で実施され、矢臼別で初めての小火器使用訓練も行われ、沖縄の負担軽減ではなく、負担・危険の全国分散に変質している。また米軍側からの要請でセキュリテー対策との理由で、２年前には公表されていた情報が制限されるなど、住民の目の届かない所で実戦的な訓練を行う事が、今後も繰り返されるのではと懸念する。道としては、夜間訓練、騒音・安全対策、外出問題の解決と、訓練の恒常化をしない、また移動ルート等含め訓練情報公開をするよう、国に申し入れること。また千歳基地へのＦ15戦闘機配置などの基地機能強化に反対し、日米地位協定の抜本的な見直しを国に求めること。
　③　石狩、小樽、室蘭と度重なる米国軍艦の寄港は、民間商業港を軍港として固定化し、　　　　　　　

　　「日米新ガイドライン」による自治体協力をなし崩しに進めるものであり、自治体に軍事的役割を求めるものである。道としては、道民の安全を確保し、北海道の平和と軍縮の拡大をめざす立場から、米軍艦の寄港をさせないよう国へ申し入れること。
(7)柏崎刈羽原発の事故の状況が明らかになるにつれ、原発の安全性は根幹から崩れ、原発への不安、不信が増大するさなか、泊原発では火災事故が数度も発生している。火災事故の原因が究明されない限り住民の不安は解消されないことは明らかであり、道として次の取り組みを行うこと。

①　泊原発３号機火災事故の徹底究明と情報公開をすること。

②　国内の原発で初めての非常用ディーゼル発電機が２台故障したことにより発生した泊原発１号機の停止について道としての見解を明らかにすること。また、泊原発の耐震については全国の原子力事業者が行った安全性に関する再評価で「柏崎刈羽原発が観測したのと同程度の揺れが起きた場合でも耐えうる許容値の範囲内で安全機能は維持される」と結論付けされたが、柏崎刈羽原発で想定以上の揺れを観測した以上、泊原発の設計時の想定が誤っていたことになると考えるが、道としての見解を明らかにすること。

③泊原発でのプルサーマル計画についての見解を明らかにすること。
④泊原発防災については、道民そして関係４町村在住住民の生命安全に関する問題として、原子力防災計画をよりよいものにしていく必要がある。特に、万一事故が発生した場合、道と関係４町村が主体的に責任をもって防災対策を主導し、速やかに住民を退避・避難させることが重要な課題である。しかし、この間の防災訓練は市町村・地域住民に緊張感（危機感）が見受けられず、効果的なものなっているのか疑問がある。今後は、訓練時において行政担当者や参加者が指示・指令待ちとならないようにブラインド方式（一部取り入れているが）を大幅に取り入れ、対象者、退避・避難場所、ルート、車輌等の搬送手段など退避・避難マニュアルが機能するのか点検し、防災訓練の継続的な改善を図ること。
⑤国は、高レベル放射性廃棄物の最終処分場選定で、従来の「公募方式」に加えて誘致に意欲を示す自治体から候補地を選定する方法を導入する方針だが、立場の弱い市町村へ押しつける可能性が十分考えられる。道は２０００年に「放射性廃棄物の道内持ち込み拒否条例」を制定した以上、住民の意思を十分に尊重する立場から、市町村が文献調査を押しつけられることのないよう国へ求めること。

⑥道は、「省エネ・新エネ促進条例」、「省エネ・新エネ促進行動計画」を策定している。これらの成果を基本に、各市町村自治体が地域の特性に応じた、環境にやさしい持続可能な新エネルギーの導入及び省エネ政策の策定を助言し、条例化と計画の策定を進めるよう働きかけるとともに、道民に対する啓発活動を強めること。

(8)  国民保護計画について

①　武力攻撃事態への対応のための道職員の緊急動員については、重要な労働条件事項であるとの基本的な考えに立ち、前もって労使交渉で確認すること。

２　民主的道政の推進について
(1)　市町村合併特例新法の期限切れまで2年6月となっている。市町村合併問題は市町村が自主的に判断することから、道においては合併特例法に基づく「合併協議会設置の勧告」は行わないこと。

(2)　環境、福祉、男女平等参画、公正労働基準などの社会的価値の実現に向けた「公契約基本条例」を制定すること。
(3)　入札における落札基準に福祉・環境・男女平等・公正労働基準などの評価点を採り入れた、「総合評価制度」を採用すること。

(4)　委託先労働者の公正労働を確保するため、すべての入札において「最低制限価格制度」「低入札価格調査制度」を適用すること。特に、入札価格の大半が人件費からなる労務提供型の委託契約については、適正な人件費基準に基づく「最低制限価格制度」を適用すること。

(5)　道は道立試験研究機関を一元化したうえで、地方独立行政法人化にする方向で検討しているが、利用者の負担が確実に増え、公共性・中立性が損なわれることから地方独立行政法人化は行わないこと。
(6)　 「道財政立て直しプラン」見直しでは、2007年度までの2年間で1800億円の収支不足額を解消するとしていたが、その後の進捗状況を明らかにすること。

(7)　 国の財政赤字解消のため、公共サービスの解体と自治体財政の圧縮が行われており、国の政策に左右されない自治体財政の自立と自治体間の財政格差の縮小に向けた税財政の分権改革を実現する必要がある。自治体財政の機能強化をはかる視点で、次の事項を国へ要望すること。

　　①　国と地方の役割分担を踏まえ、国の関与を廃止・縮小し地方の裁量権や自由度の拡大を確保するため、税源移譲規模に見合う国庫補助負担金の廃止・縮減を行うこと。

　　②　国庫補助負担金の廃止・縮減と一般財源化にあたっては、国の財政負担の地方への転嫁となることのないよう、行政水準を維持するうえで必要な地方税財源の充実を行うこと。

　　③　小規模自治体に対する長期・低利の安定的な資金調達を行うため、新たに設置される「地方公営企業等金融機構」の機能確保を求めること。
　　④　自治体財政健全化法における「健全化計画」「再生計画」の判断基準については、地方の参画のもと自治体間の財政力格差、普通会計と他会計間の違いを十分に考慮し、実態に見合った基準設定とすること。
　　⑤　地方交付税が7月に確定となるため本来の意味での予算が組めない構造となっており、当初予算策定時に予想可能な制度となるようにすること。
３　男女平等行政の拡充に関する要求
1 北海道男女平等参画推進条例をあらゆる機会・媒体などを通じ、広く道民に周知徹底すること。また、北海道男女平等参画基本計画の趣旨に沿い、市町村における条例および計画策定を推進するための支援策を講じること。

2 北海道男女平等参画基本計画に基づく審議会、各種行政委員会等への女性の登用の目標値にできるだけ早い段階に到達できるよう具体的な対策を講じること。また、審議会等で女性参画の少ない職名を公表し、少ない分野については人材育成など根本的な改善をめざすこと。
3 各自治体における、労使協議に基づく「女性職員の採用・登用拡大のための基本計画」について数値目標を盛り込んだ策定と、その具体的な実行に向け、必要な支援措置を講じること。

4 改正均等法に基づく、企業におけるセクシュアル・ハラスメント防止および適正対応に向け、企業のための相談窓口を設置するなど措置の徹底をはかること。また、広く道民にセクシュアル・ハラスメント防止に向けた啓発活動を強化すること。

5 企業におけるポジティブアクションの推進に向け、道内の推進状況を把握し、積極的に支援措置を講じること。

6 労基法に基づく労働時間の男女共通規制の３６協定化の推進を図ること。また、育児・介護を担う労働者の深夜業免除・時間外労働制限（月２４時間年１５０時間）および均等法改正に基づく妊娠・出産等を理由とする不利益取り扱いの禁止について事業主や労働者に対し、周知徹底すること。

7 仕事と生活の両立支援策を推進するため、企業への「両立支援促進アドバイザー」制度の活用状況を検証し、活用を促進すること。

8 企業に対し、改正パート労働法および派遣労働法を周知徹底するとともに、パート・派遣労働者の労働条件及び雇用管理状況の実態把握を行い、正社員以外のあらゆる労働者の処遇改善、均等待遇に向けて国に要望を行うこと。

9 女性が自分の健康状態について自己管理し、性的自己決定権を行使できるよう、女性への健康教育、性と生殖に関わる健康相談・支援窓口を各地に設置するなど、性の尊重についての認識の浸透を推進する具体的な啓発活動を行うこと。
10 配偶者暴力防止法の改正を踏まえ、市町村における基本計画策定および配偶者暴力相談支援センターの設置を推進し、被害者の緊急時における安全確保の体制整備を行うこと。また、民間協力組織への財政支援の拡充を行うこと。
11 「次世代育成支援対策推進法」に基づく行動計画について、地方自治体・事業主に対し、行動計画の実効性確保のための具体的な方策を講じること。また、男性の育児休業取得促進の伸び悩みや育児世代の長時間労働の問題などを踏まえ、企業に対する仕事と家庭の調和についての意識啓発を強化すること。
４　福祉関係に対する要求
（１）高齢者福祉施策の充実、介護保険制度の拡充について
　①　介護保険指定事業所に対する指導・監査については、市町村との連携・関与を促進するとともに、迅速かつ徹底した監査体制確立のため、本庁や支庁社会福祉課の組織人員体制を検証し、適切な施設・事業所運営水準を確立すること。

　②　介護給付適正化計画の策定状況を明らかにすること。また、小規模自治体に対する支援体制を整備すること。

　③　過疎地や離島・山間等におけるサービスを確保するため、積極的な支援を行うこと。
　④　「地域包括支援センター」の設置については、直営もしくは直営に準ずる機関による運営を促進し、公平・中立な運営の観点を重視するよう必要な助言を行うこと。
　⑤　養護老人ホームについては、新型養護への移行を促進・支援するとともに、道としての広域調整機能を確保して、措置費一般財源化後における適切な施設運営水準を確保すること。
　⑥　介護支援専門員資格更新研修については、現場実態や地域性を踏まえた研修スケジュールと会場の設定を行う等円滑な実施をはかること。

　⑦　地域ケア整備構想の策定状況を明らかにするとともに、高齢者が地域で安心して生活できる計画とすること。
（２）福祉事務所及び市町村福祉担当部門の実施体制の強化について
　①　福祉事務所における社会福祉主事、身体障害者福祉司、知的障害者福祉司、老人福祉指導主事、査察指導員などの設置職種の配置状況や経験年数及び研修の実施状況を明らかにするとともに、福祉事務所職員の資質向上のための支援体制を強化すること。
　②　権限移譲等により相談援助機関としての重要性が増している町村福祉担当部門について、実施体制、人員配置、資質の確保などについて実態を明らかにするとともに、人員措置や財源措置、技術的支援を強化すること。
　③　生活保護制度の申請・受給にあたって、「受給抑制」につながる「１２３号通知」の運用実態を明らかにし、保護請求権を保障するための助言を強化すること。

　④　今年度から制度化されている、６５歳以上の生活保護申請者を対象とした「要保護世帯向け長期生活支援資金」制度については、慎重な運用をはかること。
（３）「完全参加と平等」を基本とする障害者（児）施策の拡充について
　①　昨年12月に国連総会では「障害者権利条約」が採択された。国内では、千葉県が昨年10月に「障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例」を制定していることからも、北海道おいて「障害者差別禁止条例」の制定に関する検討を始めること。
　②　障害者（児）施設における利用者の権利擁護と地域生活移行を主体とするよう業務及び施設機能全般の見直しと強化を行うとともに、地域で生活する障害者への支援機能の強化をはかること。
　③　障害者自立支援法の拡充に向けて
　　ア　障害者自立支援法施行後における障害児通園事業の実態の検証を行い実施水準の維持・強化をはかり、必要な財源措置を継続すること。

　　イ　大規模施設の小規模化を図り、施設から地域生活への移行を促進すること。また、小規模事業所の地域生活支援センターへの移行にあたっては、事業所の実態に配慮すること。

　　ウ　市町村障害福祉計画を検証し着実な実施を図るとともに、地域生活移行を可能にするためのサービス基盤の整備に取り組むこと。

　　エ　「精神障害者退院支援施設」の設置に関しては、道内においては認めないこと。

　　オ　自立支援法の重要課題である障害者への就労支援を充実するために「成長力底上げ戦略（基本構想）」及び「チャレンジ雇用の推進・拡大」に基づき、道としても障害者の雇用を促進するための取り組みを進めること。
カ　障害者自立支援法の理念である身体、知的、精神の三障害の一体的サービスに基づき道の単独事業である重度心身障害者医療費助成制度において精神障害者も含まれるように見直すこと。
（４）子どもの育ちの公的保障を基本に、保育・子育て支援制度・学童保育・児童館施策の充実について
　①　保育所の整備にあたっては、子どもの権利を守る立場から、質の高い保育サービスを提供するため、公立または社会福祉法人など、非営利の認可保育所を中心にすること。
　②　認可保育所への転換がはかることができるように認可外保育施設における施設助成を強めるとともに、認可外保育所への監査・監督を強化すること。
　③　過疎地における保育保障を確立するため、財源補助の拡充をはかること。
　④「認定こども園」について
　　ア　認定に際しては、認定基準の適合状況の審査を徹底するとともに、市町村から意見を聞くこと。
　　イ　認定に際して、地方裁量型認定こども園の３歳以上の子どもに対する園外調理の搬入については、食育の観点から認めないこと。
  　ウ　「保育に欠ける子ども」がやむなく新たな「認定こども園」を利用する場合は、市町村の設定する保育料基準と同一の基準になるよう指導すること。
　　エ　「保育に欠けることの判断」が幼稚園型や地方裁量型の認定こども園において適切に判断されるよう市町村に助言すること。

オ　認定こども園の運用にあたっては、要保育認定、利用料に関して市町村の意向反映を制度化すること。
　　カ　認定こども園の運営状況について審査し、人員配置、外部評価制度の導入、障害児保育の実施、地域への子育て支援体制などについてチエックを行い、問題があれば勧告などを行うこと。同時に市町村の立ち入り調査も可能とすること。
　⑤　放課後こどもプランの実施状況を検証するとともに、学童保育（放課後児童クラブ）の施設基準について改善をはかること。
　⑥　児童館職員の身分・労働条件については、経験の蓄積と専門性の向上による子どもの健全育成を促進する観点から、常勤化するなど身分・労働条件の抜本的な改善をはかること。
⑦　社会的養護を必要とする子どもの人権保障と将来の社会的自立への支援機能の強化のため、児童養護施設や児童自立支援施設等の児童福祉施設最低基準の抜本改善を国に求めるとともに、自立支援ホームに対する支援を行うこと。また、道立中央乳児院の民間委譲に際しては、入所児の処遇低下につながらないよう、慎重に対処するとともに、里親制度の充実をはかること。

（５）福祉・介護サービス労働者の社会的地位の向上と労働条件の改善について
　①　「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」を実効あるものにするため、労働関係法令の遵守、労働環境の改善やキャリアアップの仕組みの構築など、社会福祉事業者を積極的に指導すること。
　②　社会福祉関係職場における臨時・嘱託・パート等の不安定で低い処遇の労働者については、関係法規の遵守、賃金等の労働条件の改善をはかり、正規職員配置の指導を強化すること。
　③　福祉職場・福祉サービスへの労働者派遣（医療関係職種も含む）については、サービスの質の観点から認めないこと。また、偽装請負などの労働法令違反が認められた場合は、労働基準監督署などと連携し、速やかに対処すること。
　④　社会福祉施設における社会福祉労働者の賃金・労働条件を低下させないよう、計算書類の公開や苦情解決事業における第三者委員の設置、第三者評価の受審・公表を推進し、監査結果を公表すること。また、これらの情報について、簡便な手続きによる道民のアクセスを保障すること。
⑤　介護・福祉労働者の「医療行為」について、道として実態を把握し、国へ意見反映すること。
⑥　北海道社会福祉事業団について、設置者責任を明確にすること。また、事業団運営の実態状況を明らかにすること。
５．衛生医療行政の拡充に関する要求

(1)公衆衛生行政の充実と地域保健サービスの充実にむけて
1 次期保健医療福祉計画の策定に向けた検討内容および進捗状況を明らかにすること。
2 小規模市町村の保健事業を推進するために、人材確保の新たな需要計画の策定を含め支援すること。
3 感染症、精神科救急に伴う保健所の搬送体制整備の充実強化をはかること。
（2） 健康増進事業にむけて
1 健康づくり・健康増進等の疾病の１次予防施策について事業所と保健所の連携推進モデル事業の推進を充実すること。
2 ヘルスプロモーションの手法を重視し、その普及と実践を充実すること。
3 市町村版「健康日本２１」策定を進めるよう指導すること。
（3） 感染症・難病対策の強化と充実にむけて
1 感染症指定医療機関の確保など施設の充実と発生時対策の強化と運営経費の充実に努めること｡
2 難病患者やエイズ患者に対する公的相談窓口である保健所における専門職の育成や人員確保の体制整備をはかりポスターやパンフレットの作成と広報の強化等各種事業の充実を行うこと。
3 難病、感染症等の患者家族会、当事者団体や市民団体に対する支援策のための予算措置を行うこと｡また、がん患者やその家族への支援についても施策の充実を図ること。
（4） 対物保健サービス充実にむけて
1 多種多様な食品の製造や流通に対する安全衛生を確保するため、保健所への適切な人員配置研修等検査体制の充実など予算確保を行うこと。
2 BSE（牛海綿化脳症）全頭検査の継続及び鳥インフルエンザ対策に関する設備、機器の整備及び十分な人員確保にむけた施策を引き続き行うこと。
3 新型インフルエンザをはじめとする新たな感染症に対する体制整備や、流行時に備えた危機管理体制構築の充実強化をはかるために必要な人員配置と機材整備を充実すること。

（5） 精神医療・保健・福祉の充実・改善にむけて
1 精神医療供給体制については当面、二次医療圏域ごとに応急指定病院の整備を実施すること。また、身体合併症の治療体制や精神科救急医療体制の確立をはかるための予算措置を行うこと。
2 人権に配慮した精神医療提供にむけ、精神科医の養成と精神保健指定医配置を推進すること。併せて、精神病院実地指導の徹底を図るための体制強化と予算措置を行うこと。
3 精神障害者社会復帰施設整備計画の達成に向けた社会資源の充実・強化のために必要な予算措置を行うこと。
4 「心神喪失者等医療観察法」の規定による入院施設配置の考えを明らかにすること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
5 市町村の精神保健関連業務充実のため、人員確保を含めた支援措置のための予算措置を行うこと｡
6 精神障害者の地域支援体制をより確実なものにするため、三次医療圏ごとに「精神保健福祉センター」の支所を１ヶ所配置するなど、地域の実情に応じた専門的な支援が行うことができるようにすること。

（6） 医療制度・医療供給制度の充実改善にむけて
1 医療安全支援センター機能の充実を図るとともに体制強化を行なうこと。
2 看護基準で７：１看護が新に加わり町立病院から都市病院に流れ看護師不足がさらに加速している、看護師の深刻な絶対的不足を打開するために、国の看護師養成確保対策を抜本的に見直すことが急務である。国への要請はもとより、大幅増員のために、地域の実態に見合った「看護師養成確保計画」を策定することをはじめ看護師養成学校の定員増をすすめること。

3 道の「医療対策協議会」における医師確保対策の検討内容、進捗状況を示すこと。　　　　　　　　　また、離島・へき地医療・小児救急医療確保等の施策の充実強化に向け、必要な予算措置を行うこと。
4 札幌医科大の2007年４月独立行政法人化により生じた問題は誠意を持って労使協議を行い、問題解決に向けた努力をすること。

5 医師派遣対策として「北海道地域医療振興財団」が実施している熟年ドクターバンクについては、実効性が講じられるよう、予算措置を強化すること。

（7）医療のIT化の充実・改善にむけて
①　電子カルテのセキュリティ確保に関しては、利用者・職員の人権問題も考慮する必要があるため、その方法についての調査・研究を行うために引き続き必要な予算措置を行うと共にその内容を随時公表すること。
2 すでに導入された施設における問題点等の実態調査を実施すること。また、このための、必要な予算措置を行うこと｡

（8）労働条件の改善にむけて
①　女性医師や看護師の離職防止及び子育て支援のために、院内保育所における病時保育や24時間保育の整備等、人件費を含む必要経費について財政支援措置を行うこと。
2 保健・医療従事者、特に看護職のメンタルヘルス対策にむけて、実態調査・研究
や具体的対策の実施に向けた必要経費の予算措置を行うこと。
６　現業職場及び環境保全・廃棄物行政に関する要求

　①　総務省の民間部門との比較による現業労働者給与の見直しにかかわる「取り組み方針」の策定・公表については、各自治体での団体交渉事項であることから、自治体に対して策定・公表の強制は行わないこと。　　
　②　「労働安全衛生委員会」の未設置自治体に対しては、早急に法令を遵守させること。③　清掃事業は自治体の固有事務であり、市町村における施策がより具体的に推進され　るべきであり、北海道が率先して循環型社会の形成を目指すためにも国の廃棄物処理　に係わる経費としての地方交付税や処理施設整備に特定した循環型社会形成交付金制　度などと合わせて独自の補助制度を導入すること。
④　廃棄物処理施設の解体については、これまで廃止された焼却施設の解体に向け「廃止焼却施設解体研究会」を道内で設置しましたが、その検討結果や今後の焼却炉の解体計画を示すこと。
　⑤　産業廃棄物の不適正処理や不法投棄の現状はどう推移しているか。また、道が公共による「廃棄物処理センター」を設置し、産業廃棄物の適正処理を管理・監督すること。あわせて新設された循環税は、限られた事業への補助制度になっており、さらに拡充を図ること。
　⑥　ダイオキシン類対策については、今後も環境基準を遵守させるよう管理・監督・指導をすること。
　⑦　現場労働者への安全衛生対策を確立するため、道として清掃工場や最終処分場などで働く労働者の血中ダイオキシン濃度を長期的かつ定期的に測定すること。また、そのための費用を補助すること。あわせて労働安全衛生法によって、清掃工場などで働く労働者の血中ダイオキシン濃度測定を義務付けることを関係機関に働きかけること。　
　　道および市町村で策定する「一般廃棄物処理計画」に減量化・分別・リサイクルの施策展開が着実に遂行されるよう一般廃棄物処理実態調査を実施しているが、進捗状況を明らかにすること。また、具体的にどのような指導をしているのか、特に事業系一般廃棄物についての対策を示すこと。
　⑧　道内外からの産業廃棄物や廃家電製品等の不法投棄対策を含めて、廃棄物行政における監視・指導・相談業務の重要性は増大しており、これらの業務に対して専門的な職員配置を基本として、さらに経験のある再任用職員の活用など増員配置を行い、不法投棄対策をより一層強化すること。
　⑨　単体ディスポーザーについて道庁内の調整はどのようになっているかを示すこと。
　　単体ディスポーザーについては昨年、道として特に下水道サイドからの考え方を聞きました。それ以降、道内の各自治体では単体ディスポーザー導入に向けた検討が進められている。その背景には道の積極的な普及推進の指導があったことは言うまでもない。道が推進するバイオガス利用のために、消化プロセスを持っている自治体にとっては一気に単体ディスポーザーを普及させ、下水道で輸送して効率を上げることは有効な方法と言える。一方、清掃事業から見た単体ディスポーザーについては、環境省が今年６月の国会で述べているように、導入反対の姿勢を示している。そこで、道として内部的な調整がどのようになっているのかを示すこと。

７　消防行政と労働条件に関する要求

(1) 消防職員の労働条件について

1 平成14年2月28日最高裁「大星ビル管理判決」において、「仮眠休憩時間においても指揮命令下にあり、労働からの解放がなければ労働時間」との判決がなされた。消防職員の仮眠休憩時間の取り扱いにおいてもこれに類似しているにもかかわらず、仮眠休憩時間は無賃金拘束時間とされてきた。職場内において、指揮命令下にある時間すべてを勤務時間とするよう各消防本部に対し助言すること。

2 平成15年11月11日付消防消第206号「消防職員の勤務時間等の適正な管理と運用について」の通知中（以下、206号通知という）3によると、指令係員が119番通報を受信し、仮眠中の職員に対し出動命令することにより出動するとの見解で、消防職場は「大星ビル管理判決」と異にする職場との解釈が示されているが、道内の多くの消防職場において、119番通報を受信した指令係員自ら出動するという事例が確認された。早急に調査をおこない、206号通知上の解釈と整合性が保たれているか示すこと。

3 206号通知中、休憩時間の繰り上げ、繰り下げ等の内容については、休憩時間の自由利用を制限されている消防職員の職場実態と乖離している。本通知を改正或いは廃止するよう国に働きかけること。

4 仮眠休憩時間の時間設定においては、明確な指示・指導がないまま各消防職場で運用されているが、206号通知に基づく適正な仮眠休憩時間の時間設定を示すこと。

5 平成15年11月25日付消防消第216号「消防職員の勤務時間等に係る管理運用状況調査」において、道内消防本部内で労働基準法に抵触している消防職場があることが確認されている。改善状況について明らかにすること。

6 道内の小規模消防職場においては、いまだに上記の勤務条件をさらに下回る宿日直勤務や無償の自宅待機勤務、町外々出禁止といった劣悪な勤務を恒常化している署所(道消協加盟57組織の内、宿日直勤務11件、自宅待機勤務8件、町外々出禁止5件)が存在している。これらは、明らかに労働基準法に抵触していると解される。また、台風等災害発生が予測される事案に対し、無賃金の自宅待機命令が出される消防職場が多く存在している。これらについて、北海道の独自調査を早急に行い、改善に向けて助言すること。

7 地方交付税を受けているにもかかわらず、消防職員の職務上の危険性、困難性、高度な技術の必要性を考慮した特殊勤務手当が、削減或いは廃止されている消防職場が存在している。早急に調査し、消防職員の勤務条件の特殊性に対し配慮する上でも、特殊勤務手当が削減或いは廃止されないよう市町村関係部局及び各消防本部に対し助言すること。

8 現在、公務員制度改革に関する検討が国で進められている。公務員の労働三権を保障するよう、特に消防職員に団結権を付与するよう国に働きかけること。

(2) 消防職員委員会について

1 道内消防本部において行われている消防職員委員会の開催状況と開催内容についての調査を行い、公表すること。

(3) 消防職員の安全衛生について

1 消防活動上の死亡事故が発生している。道内・道外において発生している事故を調査し、各消防本部へ危険性を認識し安全衛生対策を講じるよう助言すること。

2 近年、精神疾患により休業者の増、さらには自殺者が発生している状況にある。道内・道外での状況を調査すること。ＰＴＳＤ、惨事ストレス（ＣＩＳ）等に対応できるようストレスケア対策に取り組み、また、各消防本部へ助言すること。

3 災害現場活動等における石綿（アスベスト）に対する安全対策については、平成17年7月27日付消防消第162号において通知がなされているが、消防隊員の安全・健康を確保するための対策として研修会等を開催すること。また、これらの健康診断を積極的に行うよう各消防本部に対し助言すること。

(4) 消防体制と救急体制について

1 改正された「消防組織法」に基づく広域消防再編に対し、広域化推進計画策定における考え方を示すこと。さらに、本計画策定にあっては、広く道民の意見を取り入れるよう配慮すること。また、従来から道防災消防課は、国で推進している広域消防が実現（自賄の解消）すれば、地域の消防力の向上や消防職員の処遇改善に繋がるとしてきた。これらの計画が推進される中で、道内の消防職場に存在し、労働基準法に抵触している「劣悪勤務職場」の改善がなされるか示すこと。

2 「消防力の整備指針」に基づく消防体制が確立されるよう道内消防本部に対し、適切な指導及び助言を行うこと。

3 救急救命士による気管挿管実施にかかわる厚生労働省から示された30症例の事前研修について、道内における各消防本部での進捗状況を調査し、今後の研修及び現場での実施がスムーズに行えるよう助言すること。さらに、要員の確保について、各消防本部に対し助言すること。

(5) 防災航空室について

1 防災航空室勤務の消防職員については、各消防本部から派遣された職員によって編成され勤務している。防災ヘリコプターの運行に当たっては8名の消防職員で勤務サイクルを組んで、宿日直や拘束待機等過酷な勤務を強いられているのが実態であることから、勤務の特殊性を考慮し早期に人員増を図り、宿日直や拘束待機等の勤務体系を改善すること。

2 防災航空室に派遣している隊員の欠員補充がなされていない状況である。欠員補充するよう強く助言すること。

(6) 北海道消防学校について

1 消防学校のカリキュラムに消防活動上の事故予防対策のための、危険予知・指揮研修等の特別教育等を設け再発防止に万全を期すること。

2 複雑多様化する災害及び消防行政に対応するための教育施設の充実と、プライバシー保護から学生寮の個室化等を考慮した施設の拡充・改善を図ること。

3 各消防本部から派遣されている消防学校の教官の欠員補充がなされていない状況である。欠員補充するよう強く助言すること。

(7) 大規模災害の対応について

1 大規模かつ長期化する災害において各消防本部から派遣された隊員の勤務条件を含めた安全衛生管理の徹底と旅費、諸手当等について適切に対応するよう助言すること。
８　北海道農業の確立に関する要求

　（1）「北海道農業・農村ビジョン２１」のアクションプランが2006年で３年を経過した。この内容について評価検討するとともに、検討結果を示すこと。
（2）北海道農業の持続的発展に向けて
①　WTO交渉、日豪EPA交渉においては、国内実態を十分に勘案し農産物の関税撤廃については断固反対すること。我が国の食料自給率がカロリーベースで４０％を割った現状において、食料を自国で生産することの重要性を道民にPRし、農業・食料を自国で守り育てる運動を展開すること。
②　品目横断的経営安定対策が実施されたが、このことにより農業所得の低減が予想され、しかも、一定規模以上の担い手農家（認定農業者）に対象を絞ったことにより、農家戸数の減少も予想されている。この政策が、小規模農家の切り捨てにならないように十分配慮すること。また、農業の再生産を維持できる所得水準を確保するとともに、農村でより一層深刻な問題となっている少子高齢化、過疎化対策として老人や子どもを含め農村部の住民が安心して暮らせる社会環境を整えること。
③　農地・水・環境保全向上対策が今年度より実施されているが、地域住民はもとより農村部の農家・非農家においても十分理解されているとは言い難い状況にある。また、地域の農業施設を住民で守り、地域環境を守り育てる有意義な施策であるにもかかわらず、十分な予算が確保されていない。５ヵ年の対策なので十分な予算措置をするとともに、広く道民に啓蒙し実行ある施策としてもらい地域に定着するような対策とすること。
④　先進的営農活動支援を受けるばあい、エコファーマーの認定が必須要件になっている。すでに過去から努力して環境に配慮した営農を行っている農家の場合、現状以上の生産方式の改善が困難な場面も想定され、この場合エコファーマーの認定が受けられない場合もある。環境に配慮した農業を行っている農家であれば誰もが認定を受けられるような制度に改善すべきである。
⑤　滋賀県や福岡県においては、すでに生き物調査などを要件とした直接支払制度がモデル事業として導入さている。農業を含め第１次産業は自然環境、自然生態系の中で営まれており、環境に負荷を与えない農業を推進する必要がある。北海道では「YES!clean」も実施されているが、化学農薬、化学肥料の削減目標および一定の環境指標を独自に設定し、達成した農家に対して環境支払いを行っていくこと。
⑥　農業ばかりでなく、北海道が地域産業を振興する立場にあるなら、試験研究機関の独立行政法人化は行うべきではない。これからの農・林・水産業は、国際的にも国内的にも大きな課題を抱えており、その課題に迅速に対応し、基礎部分から綿密な試験研究を行い地域課題を解決していくためには非常に重要な機関となる。あわせて、農業改良普及センターは、地域の多様な要望に応えられ得るよう、普及指導員の資質の向上を図ること。
（3） 担い手の確保について
①　農業が活性化されれば、自ずから後継者が残り担い手が確保される。資質のある新規参入希望者にもスムーズに就農できるような支援策を講じること。
2 農村は、そこに暮らす人が居て始めて農村集落としての機能が発揮される。地域文化や伝承文化を守るためにも一定戸数の集落を形成できるよう集落の再編も必要になっている。都市住民との協働とともに、農村振興をはかること。
（4） 安全・安心な食料の確保について
①　低コスト流通、エネルギーの節約（フードマイレージ）の面からも地産地消を積極的に推進すべきである。また、産地加工を積極的に推進できるよう産業振興を図ること。
②　食品偽装問題、偽装表示が大きな問題となっている。一生懸命生産している農家の苦労を水泡に帰す行為であり、北海道の農産物の評価に少なからず影響を与えているものと思われる。北海道農産物の評価を低下させないように生産者を含め、加工業者・流通業者に対してモラルの徹底を図ること。
3 消費者の信頼を回復するため、全ての食料に対するトレーサビリティシステムの構築と、その監視体制を強化すること。ＢＳＥ全頭検査については継続すること。
2008年度北海道教育庁への「要求と提言」

１　平和・生命を守る要求
（１）日本国憲法は、国の最高法規であるとともに、国際協調や平和主義、国民主権、基本的人権等、これからの世界平和のあり方の先駆的模範として誇り得る内容を有している。この憲法を空洞化させず、憲法を暮らしと行政に根付かせ、世界に広めていくために、当面次の取り組みを行うこと。

1 こどもたちに学校・社会教育の中で、憲法・平和主義に基づく平和教育をどのよう
に充実しようとするのか明らかにすること。また、道立高校の修学旅行などを通じ、平和教育を実践できるよう、助言すること。道民に憲法の啓蒙・普及活動を強めること。

②　道の各種行事等において、「日の丸」掲揚、「君が代」斉唱を強制し処分しないこと。「国旗・国歌」法制化以降、道や各自治体の行事等において掲揚や斉唱が拡大し、さらに強制・強要処分が行われている。国民の「思想良心の自由」には価値判断を表明する自由としない自由が含まれます。「君が代」の起立斉唱をさせること、「日の丸」に礼をさせること自体が態度表明を求めるものであり、思想・信条の自由を侵すものであると考える。道の見解と対応を求める。
(2) 文部科学省によると、高等学校歴史教科書検定の結果、沖縄戦における軍命により強要された住民の「集団死・集団自決」について「日本軍による自決命令や強要があった」という記述に対し修正を求める意見がついたこと事が明らかになった。この検定結果は沖縄戦の実相を歪めるものであり、戦争の本質を覆い隠すものである。正しい歴史観・憲法観・基本的人権の啓蒙・宣伝に努めるとともに修正された誤った歴史教科書は採用しないこと。また採用しないよう関係機関に助言を強めること。

２　学校給食について
1 旧文部省が１９６０年に設置した調理員の配置基準は、衛生管理対策や献立の多様化による業務量が増加していることから実態に見合わず、結果として衛生管理の形骸化に起因する食中毒の発生に大きく影響を及ぼしている。これら実態について改善を図るよう、国に要請するとともに、市町村に対して調理員の配置基準を改善するように指導をすること。

2 学校給食は、｢学校教育の一環｣として位置づけられており、それに携わる調理員は調理業務以外の「食育」に関する取り組みを行ってきている。一方では財政難を理由とするなどとした安易な合理化等により、学校給食の運営や安全衛生に対する管理体制が不透明になってきている。民間委託に問題があることや、食教育の充実強化の観点から、自治体が直接管理する体制にむけ指導を行うこと。
③　学校給食調理員はこれまで単純労務の職種と位置づけられてきたが、食教育充実を推進するうえで現在の学校給食をめぐる状況は、献立の多様化に対応できる調理技術の習得や安全衛生管理に対する認識を深めることが求められていることから、学校教育法第２８条職員として職務・業務内容を位置づけるよう、関係機関に要請すること。
④　教育改革プログラムで示された「環境教育」を進める上で、調理員の果たす役割を客観的に評価し、環境教育職員として位置づけ、食育基本法とのかかわりとしても、より学校や地域において「食」にかかわる重要な役割となっていることについて自治体の関係機関にむけて理解を深める具体的な取り組みを行うこと。
5 学校給食調理業務は経験や知識の積み重ねによって維持されているため、労働者派遣法はなじまないことを認識し、市町村に対して適切な指導を行うこと。
6 学校給食調理業務の請負は、指揮監督を業者が独立して行わなければならないため、自治体の運営責任が希薄になることを認識し、市町村に対して適切な指導を行うこと。
7 市町村合併によって、学校給食の意義が損なわれないよう配慮すること。
8 環境ホルモン・遺伝子組み換え食品・合成洗剤など、人体への影響や安全性について「疑わしきは使用せず」を基本にすること。中国産食材の使用規制の徹底やアクリルアミド、クロルピリホスなど危険性が指摘されている食材や調理法についての情報公開と対策を講じること。
9 ノロウイルス被害の拡大防止のために、各自治体の給食調理場における衛生管理の実態を把握し、衛生管理の基準を満たす環境を整備すること。
10 学校栄養教諭の創設は、共同調理場に栄養士が不在となるため問題が発生している。学校給食の安全性・衛生管理の低下や調理員への業務量の増加等、「食育」をすすめるための環境整備の確立について道として早急な実効性ある対策を講じること。
３　学校栄養教諭について
　①　学校栄養教諭の資格取得のための認定講習を延長すること。

　②　嘱託栄養職員についても、認定講習の受講対象者とすること。

　③　嘱託栄養職員の正規職員化について検討すること。

４　男女平等教育の推進について
　①　学校教育活動全体における男女平等教育の実施、そのためのガイドラインや指針の作成および普及啓発をはかること。また、教職員全体に対する男女平等教育と男女平等政策の研修を必須とすること。また、学校におけるセクシュアル・ハラスメント対策措置の徹底をはかること。

②　社会教育において、男女平等参画社会を実現するための長期的な展望をもった教育カリキュラムを作成するなど、家庭・学校・地域等において男女間をはじめとした偏見・差別意識が解消するよう、道民意識の高揚に努めること。

